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株式会社JHE及び株式会社アシスト 

との業務提携に関するお知らせ 

 

 当社は、2019 年９月20日開催の取締役会において、当社、株式会社JHE(以下､JHE社)及び 株式会社

アシスト(以下､アシスト社)との３社で、高品質マグネシア製造(以下、「マグネシア」と言う。)及び

水素燃発電事業に係る業務提携を行い、本事業に参入することについて決議しましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 

記 

１ 業務提携の理由、目的及び内容 

 

  当社は、創業以来、当社の持つ太陽光発電設備設置技術を基盤にした省エネルギー、環境対策を事業

展開の柱として参りましたが、この提携による事業の展開を図ることが今後の成長戦略の要と考えてお

ります。 

  この成長戦略を具現化する施策として、JHE社の保有する技術により生成されるマグネシア及び、新

たにアシスト社による設計を加えることで製造可能となる高純度水素が、省資源、省エネルギー対策、

環境対策及び災害対策に重要な役割を果たすものであると考えております。当社はJHE社の特許技術の

使用権の許諾及び製造ノウハウの提供を受け、それらの技術及びノウハウを基礎に弊社が保有する予定

である実証プラントの設計を、アシスト社が担当するという業務提携となります。   

 本プラントで生産されるマグネシアは国内外の産業の原材料や有害物質の吸着剤の開発や新素材開

発として注目されている原料であり、このマグネシアを製造する過程で発生した水素を燃料とした発電

はCO₂を排出する事無く、効率よく発電可能なエコエネルギーであり、かつCO₂の排出権で悩まれている

企業への手助けとなる技術です。 

 この事業を通じて、当社が目指すべき社会貢献に寄与するだけでなく、今後、当社が国内外の市場を

問わず成長する起爆剤となることを期待しております。 

 計画では、先ずはマグネシアを月産20tのパイロットプラントを当社が奈良県香芝市に設置し、プラ

ント稼働の実証実験、生成品の販路確保を行ったのち、順次増産、プラント増設を行ってまいります。 
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２. 本業務提携の相手先の概要 

 

（１） 名 称 株式会社アシスト 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市西区江戸堀３丁目１番３１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 小西正人 

（４） 事 業 内 容 
経営コンサルティング、設計コンサルティング、運用支援コンサル

ティング 

（５） 資 本 金 10 万円 

（６） 設 立 年 月 日 2019 年 4 月 15 日 

（７） 大株主及び持株比率 小西正人 50％ 佐藤 明 50％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません 

注)株式会社アシストは、設立が 2019 年 4 月 15 日のため決算情報の記載は省略しております。 

 

 

（１） 名 称 株式会社 JHE 

（２） 所 在 地 宮崎県小林市西方 3504-103 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 藤原 勝 

（４） 事 業 内 容 
地方創生事業 高純度酸化マグネシウム製造販売、プラント製造・

運用支援 

（５） 資 本 金 4000 万円   

（６） 設 立 年 月 日 2018 年 4 月 2日 

（７） 大株主及び持株比率 藤原 勝 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません 

注) 「最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態」については、本業務提携先であります株式会社 JHE

からの強い意向により非開示とさせていただきます。 

 

 

 

 

 



 

３ 日程 

 

2019 年９月20日 取締役会決議 

2019 年９月20日 業務提携契約書締結 

2020 年６月プラント稼働開始（予定） 

 

４ 今後の見通し 

当該業務提携の開始に伴う今後の業績に与える影響につきましては、2019 年５月 16 日付けの「2019 年３月

期決算短信」において公表しております 2020 年３月期の業績予想には織り込んではおりませんが、軽微であ

ると見込んでいます。今後、業績予想を変更すべき事象が生じた場合は速やかに発表させていただきます。 
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